
令和6年度年末年始無災害運動指導会
「今年もやります！ 基本作業の徹底 年末年始も無災害」
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郡山労働基準監督署
安全衛生課長 髙橋 貴大

令和6年労働災害発生状況について
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１ 郡山労働基準監督署の労働災害発生状況について
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郡山署における１４次防の目標
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郡山署 第１４次労働災害防止計画 目標件数

死傷者数 目標件数（死傷者数） 死亡者数

死傷災害
① 増加傾向に歯止めをかける。
② 各年で前年比３％程度減少させる。
③ 最終年度では１３次防初年度より減少することを期
待する。
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死亡災害
① ２０２２年（令和４年）と比較して、２０２７年
（令和９年）までに５％以上減少する。

② １３次防期間中２１件に対して、１４次防期間中に
５％以上減少させ１９件以下とする。

③ 最終年度では１３次防初年度３件以下となることを
期待する。

令和５年（初年度）の結果
死傷災害
① 令和５年の死傷災害件数は４９５件で、令和４年
の４９７件を下回り、死傷災害件数の増加に歯止
めがかかりつつあった。

② 前年比では０.４％の減少にとどまりで、前年比
３％減少は達成できなかった。

死亡災害
① 死亡災害については７件発生し、前年比で増加し
た。



労働災害発生状況（10月末現在）
死　亡 死傷者 死　亡 死傷者 増減数 増減率

1 384 4 367 17 4.6%
01 0 87 1 76 11 14.5%

0 35 0 32 3 9.4%
0 0 0 1 -1 -100.0%
0 0 0 1 -1 -100.0%
0 3 0 1 2 200.0%
0 1 0 0 1 ＋∞%
0 2 0 0 2 ＋∞%
0 0 0 0 0 ±0.0%
0 3 1 8 -5 -62.5%
0 3 0 5 -2 -40.0%
0 2 0 1 1 100.0%
0 1 0 1 0 0.0%
0 5 0 11 -6 -54.5%
0 5 0 2 3 150.0%
0 10 0 6 4 66.7%
0 9 0 3 6 200.0%
0 0 0 0 0 ±0.0%
0 8 0 4 4 100.0%

02 0 1 0 1 0 0.0%
03 0 45 1 34 11 32.4%

0 9 1 12 -3 -25.0%
0 28 0 22 6 27.3%
0 8 0 0 8 ＋∞%

04 0 71 2 66 5 7.6%
0 1 0 1 0 0.0%
0 2 0 9 -7 -77.8%
0 65 2 54 11 20.4%
0 3 0 2 1 50.0%

05 0 7 0 3 4 133.3%
06 0 4 0 5 -1 -20.0%
07 0 4 0 6 -2 -33.3%

1 165 0 176 -11 -6.3%
08 1 59 0 64 -5 -7.8%
09 0 1 0 1 0 0.0%
10 0 0 0 0 0 ±0.0%
11 0 1 0 3 -2 -66.7%
12 0 4 0 5 -1 -20.0%
13 0 47 0 50 -3 -6.0%
14 0 17 0 23 -6 -26.1%
15 0 25 0 15 10 66.7%
16 0 0 0 0 0 ±0.0%
17 0 11 0 15 -4 -26.7%

死　亡 死傷者 死　亡 死傷者 増減数 増減率

0 94 0 104 -10 -9.6%

1 18 2 20 -2 -10.0%

全産業のうち 「転倒」災害

全産業のうち 「交通事故（道路）」災害

令和6年 令和5年 対 前 年 比

上記のうち下記の作業・工事、「事故の型」

接 客 娯 楽 業

清 掃 ・ と 畜 業

官 公 署

そ の 他 の 事 業

貨 物 取 扱 業

農 林 業

畜 産 ・ 水 産 業

上 記 以 外 の 第 三 次 産 業 小 計

商 業

金 融 広 告 業

映 画 ・ 演 劇 業

通 信 業

教 育 ・ 研 究 業

保 健 衛 生 業

運 輸 交 通 業 小 計

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業

道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

上 記 以 外 の 運 輸 交 通 業

建 設 業 小 計

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

鉱 業 小 計

印 刷 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業

鉄 鋼 業

非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

業種別

全 産 業 合 計

製 造 業 小 計

食 料 品 製 造 業

繊 維 工 業

繊 維 製 品 製 造 業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パ ル プ ・ 紙 ・ 加 工 品 製 造 業

年別 令和6年 令和5年 対 前 年 比

令 和 6 年 労 働 災 害 発 生 状 況
（1月1日から10月末日の間の報告件数 【コロナ感染症を除く】 ）
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• 全産業の労働災害発生状況
前年同期との比較
令和５年 死亡４件 死傷者367件
令和６年 死亡１件 死傷者384件
前年比 死亡３件減少 死傷者数17件 4.6％増加
8月までは減少傾向であったが、9月以降は増加傾向に転じている。
令和6年では転倒災害が約25％を占めている他、激突され、はさまれ・

巻き込まれ、動作の反動・無理な動作の災害が増加傾向にある。発生件数
自体は少ないが有害物との接触災害が増加傾向にある。

・製造業の労働災害発生状況
前年比で11件、14.5％の増加。転倒災害が22％で若干減少傾向にある。

はさまれ・巻き込まれ、切れ・こすれ災害が増加傾向となっている。発生
件数自体は少ないが有害物との接触災害が増加傾向（発生割合が大幅に増
加）にある。
・建設業の労働災害発生状況
前年比で11件、32.4％の大幅な増加。墜落・転落災害が31％を占めてお

り増加傾向にある。動作の反動・無理な動作災害も増加傾向である。
・運輸交通業の労働災害発生状況
前年比で5件、7.6％の増加。道路貨物運送業で増加している。転倒災害、

動作の反動・無理な動作災害が増加傾向である。
・第三次産業の労働災害発生状況
前年比で11件、6.3％減少。バイクの交通事故による死亡災害が1件発生

している。
・転倒災害
前年比で10件、9.6％減少。しかし8月以降は減少傾向が大幅に鈍化して

いる。
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２ 郡山労働基準監督署における労働災害の年代別、経験年数別、事故の型別発生状況について

• 20代の災害が増加傾向にある。
• 60代、70代の災害が増加傾向にある。

• 経験年数が1年未満、1年以上から5年
未満の災害が増加傾向にある。
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• 10代の災害も一定数ある。
• 20代から40代まで年代別で大きな差
はなく災害が発生している。

• 50代が特に多く発生している。
• 60代の災害が増加傾向にある。

• 全産業と同様で、経験年数が1年未満、
1年以上から5年未満の災害が増加傾
向にある。
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• 10代の災害が他業種と比較すると多
い。

• 20代から40代まで年代別で大きな差
はなく災害が発生している。

• 50代、60代の災害が多い。
• 70代も他業種と比べて多い。

• 経験年数が1年未満、1年以上から5年
未満の災害に増加傾向はみられない
が、発生件数は多い。

• 他業種と比べて経験年数が長くても
一定数の災害件数がある。
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• 40代以上の災害が多く発生している。
• 10代、20代の災害は他業種と比べて
少ない。

• 60代の災害が増加傾向。

• 経験年数1年以上から5年未満の災害
が多く、増加傾向がみられる。

• 建設業と同様に経験年数が長くても
一定数の災害件数がある。
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• 20代から40代まで年代別で大きな差
はなく災害が発生している。

• 50代が最も多いが60代の災害が急増
している。

• 経験年数1年以上5年未満の災害が多
い。若干増加傾向がみられる。

• 10年以上20年未満の発生件数も多い。
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• 全産業の事故の型別では転倒災害の増加が顕著である。
• はさまれ・巻き込まれ災害は横ばいで、減少傾向にない。
• 動作の反動・無理な動作の災害が大きく増加している。
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建設業 事故の型別発生件数

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 11

• 転倒災害が大きく増加している。
• 墜落・転落災害、はさまれ・巻き込
まれ災害も多い。

• 切れ・こすれ災害は減少傾向にある
• 動作の反動・無理な動作の災害も増
加している。

• 墜落・転落災害が多い。
• 転倒災害は減少傾向にある（件数自
体も少ない）。

• はさまれ・巻き込まれ災害の発生も
割合として多い。
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• 墜落・転落災害、転倒災害が多い。
• はさまれ・巻き込まれ災害の発生も
割合として多い。

• 交通事故災害は多い。
• 動作の反動・無理な動作の災害も割
合が多く増加している。

• 墜落・転落災害が発生割合として多
い。

• 転倒災害が多い。急増がみられる。
• はさまれ・巻き込まれ災害の発生も
割合として多い。

• 交通事故災害は多い。
• 動作の反動・無理な動作の災害も増
加傾向にある。



災害発生状況まとめ

• 令和6年は令和5年より災害件数が増加する懸念があります。
• 20代を中心とする若年労働者の災害が増加している傾向にあります。
• 高年齢労働者の災害の増加傾向が顕著になっています。
• 経験年数が5年未満の労働者の災害が増加傾向にあります。
• 転倒災害、動作の反動・無理な動作災害といった行動災害が増加しています。
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若年労働者や高年齢労動者への配慮

14

若年労働者に起こりがちなこと

対応を工夫
しないと、

若年労働者に必要なこと

３ 労働災害防止対策等について



15

高年齢労働者に起こりがちなこと

課題への
対応

課題への
対応

「エイジフレンドリー
ガイドライン」に基づ
き、高年齢労働者の就
労状況等を踏まえた安
全衛生管理体制の確
立、職場環境の改善等
の取組を進めましょ
う。



未熟練労働者に対する安全衛生教育の必要性

実熟練労働者には安全衛生教育が特に重要です。

16

未熟練労働者に対する安全衛生教育の流れ
① 職場にはさまざまな危険があることを理解させる。
② 「かもしれない」で危険の意識をもたせる。
③ 災害防止の基本を教える
・さまざまなルールや活動があることを理解させる。
・正しい作業服装の着用・作業手順の励行
・４S・５Ｓの励行、ヒヤリ・ハット活動、危険予知訓練（ＫＹＴ）
・リスクアセスメント、危険の見える化
⑤災害防止の基本を教える
・異常事態や労働災害が発生したときの対応を理解させる。
・異常事態発生時の対応
・労働災害発生時の対応



福島冬季転倒災害防止運動（転ばないでね！）
• 冬季の転倒災害を防止するためには、危険箇所を把握して必要な対策を実施するとともに、労働者に対
して効果的な教育を行うなど、必要な準備を整えて冬季を迎えることが重要です。

• 転倒災害全体のうち、冬季だけで約５割を占めています。(年間で１月の災害が最も多い。）
• 冬季は、積雪や路面の凍結などにより転倒災害が多く発生する傾向があります。次の４つに留意して転
倒災害を防ぎましょう。

17

【天気予報に気を配る】
寒波が予想される場合などには、労働者に周知し早めに対策をとりましょう。

【駐車場の除雪・融雪は万全に、出入口などにも注意する】
駐車場内や、駐車場から職場までの通路に、除雪や融雪剤の散布を行いましょう。また、出入口には転倒防止用マットを敷
き、照明設備を設けて夜間の照度を確保しましょう。

【職場の危険マップ、適切な履物、歩行方法などの教育を行う】
職場内で労働者が転倒の危険を感じた場所の情報を収集し、危険マップなどにより労働者に伝えるようにしましょう。また、
作業に適した履物選びや、雪道や凍った路面上での歩き方を教育しましょう。

【冬靴の耐滑性にはご注意を︕︕】
水・油用の耐滑靴、氷上用の耐滑靴、粉体用の耐滑靴は、それぞれ対策が異なります。市販されている耐滑靴の多くは「水・
油用」ですので、雪や氷の上では滑ることがあります。したがって、耐滑靴といえども、冬季の屋外使用では注意が必要とな
ります。

悪天候による交通機関の遅れが見込まれる場合は、時間に余裕をもって出勤するようにし、落ち着いて作業をする
ように心がけましょう。
屋外では、小さな歩幅で靴の裏全体を地面に付けて歩くようにしましょう。
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４ 火災災害の防止について 火災災害の発生状況
• 令和6年4月以降、火災災害が11月
現在で14件発生している。

• 令和5年度が6件発生のため、倍以
上の発生となっている。

火災災害防止対策
• 年末年始の火災災害防止対策を改
めて確認し、措置を徹底してくだ
さい。

• 安全装置について点検整備を行い、
適切に動作することを確認してく
ださい。

• 静電気による火災は令和5年度に
も発生しています。ガソリン等の
揮発性の高く引火点の低い物質は、
静電気で燃焼する可能性があるの
で、除電対策を徹底してください。

• 年末年始休業期間中は事務所や作
業場所が無人になりがちですので、
防犯、防火対策を実施してくださ
い。
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年末年始 無災害！

ヨシ！！


